
情 個 審 答 申 第 ４ 号 
平成２４年２月２４日 

 
 熊本市長 様 
 

熊本市情報公開・個人情報保護審議会 
会 長  江  藤    孝 

 
 

熊本市情報公開条例第１７条の規定に基づく諮問について（答申） 
 

平成２２年９月２９日付け環企発第５１０号による下記の諮問について、別紙のとおり

答申します。 
 

記 
 

熊本市公共事業環境配慮指針における文書等の開示請求に伴う請求拒否決定に対する異

議申立てについて 
 
 

文書等の件名  １ 新幹線熊本駅舎・高架下・大規模小売り店舗設置近隣の地下連絡

通路掘削トンネルで、地下水噴出が発生した。現在は、熊本市事業

主・熊本駅西土地区画整理事業該当地区内の地下の下水道に、不作

為に放水して久しいが、「熊本市公共事業環境配慮指針・平成２１年

１０月１日施行」のＰ６７～６８・Ｐ７０～７１の環境配慮指針を

見るに、工事中の濁水の発生に伴う周辺環境への影響を低減する、

放流先の水環境を保全する、等の指針理念が唄ってあるが、熊本市

事業主の環境影響対策・指針の総括主幹は、熊本市環境企画課・水

保全課の管轄なので、環境配慮指針の法理念に基づいて、早急・迅

速にどの様な、対応・処置をしたかのわかる資料等 
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 別 紙 
                                   
 

答     申 
 
１ 審議会の結論 
 
  熊本市長（以下「実施機関」という。）の行った決定（請求拒否）は妥当である。 
 
２ 異議申立ての経緯 
 

本件異議申立ては、異議申立人（以下「申立人」という。）が熊本市情報公開条例（以

下「条例」という。）に基づき、「新幹線熊本駅舎・高架下・大規模小売り店舗設置近隣

の地下連絡通路掘削トンネルで、地下水噴出が発生した。環境配慮指針の法理念に基づ

いて、早急・迅速にどの様な、対応・処置をしたかのわかる資料等」（以下「本件文書」

という。）を開示請求したことに対し、実施機関が開示請求拒否決定（不存在）を行った

ことについて、当該決定の取消しを求めたものである。 
   
３ 申立人の主張の趣旨 
 
  申立人が、異議申立書及び意見書で主張した内容は、おおむね次のとおりである。 
 
  市の負担も血税負担も明確に規定しているにも拘らず、「当該工事は民間企業の工事で

あり、対象外。」と決めつける事が言えるのか。誠に、公僕理念の欠落記述と言わざるを

得ない。国民県民市民の血税での公共工事施行に対して、民間企業の工事であるから、熊

本市・環境主幹課は何も知らない、現行条例に照合しなくて良い、地下水噴出した市民の

財産を不作為・怠慢に長期間垂れ流していても構わない、今まで膨大な大切な水資源を垂

れ流しても何の責務も過失も認められない事だ等の、熊本市環境行政理念が、幸山市政下

で、この儘・まかり通っている現実が継続するとは、とても思われない。熊本市事業主・

熊本駅西土地区画整理事業敷地内の一般宅地等の地下を通って、地下水噴出の無放図な膨

大な水量が放水されており、地下配水管・雨水汚水配水管等への影響、地盤沈下の影響、

地下水吸い上げによる地下空洞の地盤沈下による熊本市事業主熊本駅西土地区画整理事

業の一般宅地で日常生活している熊本市民への影響予測等々の熊本市環境行政理念執行

は、放棄・不作為で良いとは、とても思えない。不存在を取り消して、開示・資料交付を

即・執行して戴きたい。 
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４ 実施機関の説明の趣旨 
 
  実施機関が請求拒否の理由として主張した内容は、おおむね次のとおりである。 
 

「熊本市公共事業環境配慮指針」は、本市が実施するすべての公共事業を対象として

いるが、当該工事は民間企業の工事であり、「熊本市公共事業環境配慮指針」の対象外で

あるため、当該工事に関する資料については、不存在。 
 
５ 審議会の判断 
 

(1) 本件文書について 
本件文書は、地下連絡通路掘削トンネルで発生した地下水噴出の、対応・処置に関

わる資料等である。 
 

(2) 判断に当たっての基本的な考え方 
   当審議会は、条例に基づき請求拒否（不存在）の妥当性を判断するものであり、事

業等の是非については判断しない。 
  

(3) 本件文書の存否について 
本件文書が存在しないとする実施機関の説明は前記４のとおりであり、十分に合理

性を認めることができる。これに対し、申立人の主張は、実施機関が行った事務事業

や判断についての不服を述べているに過ぎず、文書の存在を疑わせる合理的な理由は

認められず、不存在であることに不合理性も認められない。 
よって、本件文書は存在しないと認められる。 

 
(4) 結論 

以上により、「１ 審議会の結論」のとおり判断する。 
 
 

熊本市情報公開・個人情報保護審議会 
会     長  江 藤  孝 
会長職務代理者  荒 木 昭次郎 
委     員  大 江 正 昭 
委     員  高 木 絹 子 
委     員  馬 場  啓 



〔参考〕

審議会の審議経過

年　　月　　日 審　　議　　経　　過

平成２２年　　９月２９日 　熊本市長から諮問を受けた。

平成２２年　１０月１８日 　実施機関から請求拒否理由説明書を受理した。

平成２２年　１１月２４日
　異議申立人から請求拒否理由説明書に対する意見書を
　受理した。

平成２３年　１１月　４日 　諮問の審議を行った。

平成２３年　１１月２８日 　諮問の審議を行った。

平成２４年　　１月２３日 　諮問の審議を行った。

平成２４年　　２月２４日 　答申（案）の審議を行った。
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